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コンパクトシティの実現により通勤や買い物等の移動距離が削減し、それに伴い環境負荷が削減される

ことが想定されている。これらの効果は、人の移動、すなわち人流の削減を対象としたものであり、これ

までも、さまざまな議論が展開されている。一方、オフィスへの書類や事務用品などの物流、スーパーへ

の商品の物流、医療機関への医薬品などの物流は人々の生活を支えるものとなっているが、現状において

は、これらの物流については、議論されていない。 

本稿では、コンパクトシティの実現前後で物流は変わるのか変わらないのか、都市を集約化することで

物流がどのように変化するかを、貨物車の配送による走行距離等を評価指標とし、定量的に分析する方法

について一考察するものである。 
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1. はじめに 

 

地方都市は、少子高齢化により人口減少が顕著となっ

ている。そのため、地方都市は、都市の機能を維持する

ために、人々の居住地域を集約させるコンパクトシティ

を目指している。地方都市が、コンパクトシティを実現

するための法整備も進められ、平成26年2月に都市再生

特別措置法の一部を改正する法律案1)が閣議決定された。

この改正により、自治体は立地適正化計画として都市機

能誘導区域と居住誘導区域を定め、これらの区域を実現

するための具体的な施策を立てることができるようにな

った。このように、『コンパクトシティ』の実現を目指

す自治体は、具体化するための計画策定が可能となった。 

 これに先立ち、宇都宮市は、第5次宇都宮市総合計画

（2008）2)や第2次宇都宮都市計画マスタープラン

（2010）3)、宇都宮都市交通戦略（2009）4)において、コ

ンパクトシティの形として、ネットワーク型コンパクト

シティを掲げ、土地利用の適正化を図り拠点化を進めて

いる。そして、ネットワーク型コンパクトシティための

指針としてネットワーク型コンパクトシティ形成ビジョ

ン（2015）5)を策定している。また、宇都宮市は、ネッ

トワーク型コンパクトシティを実現するための具体的な

施策として、次世代型路面電車（LRT）やバス網の再編

など、交通ネットワーク整備を進めている。これらの交

通ネットワーク整備は、人の移動、すなわち人流を対象

としたものである。しかしながら、人々が生活するため

には、会社での勤務、スーパーでの買物や医療機関への

通院などが必要であり、それらの活動のためにはオフィ

スへの書類や事務用品などの物流、スーパーへの商品の

物流、医療機関への医薬品などの物流が必要不可欠であ

る。また、個人宅への宅配便や郵便、新聞配達などの物

流も必要不可欠である。しかしながら、現状では、コン

パクトシティの物流については議論されていない。 

 そこで、本研究では、コンパクトシティが実現した時

に、物流は変わるのか変わらないのか、都市を集約化す

ることで物流はどのように変化するかを議論するための

基礎研究として、貨物車の配送による走行距離等を評価

指標とした定量的な分析を考察することを目的とする。 

 

2. コンパクトシティの実現前後における物流変

化の分析の前提条件 

 

(1) 効果計測の前提条件 

本研究では、コンパクトシティの実現を、「人々の居
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住地が集約されること」とする。居住地が集約された結

果、人口も集約化され、集約された地域では人口密度が

高まる。人口密度が高まることで、それに合わせて商業

施設の立地も集約化すると仮定する。その結果、商業施

設間の距離が短くなり、物流拠点から商業施設への商品

の配送経路が短くなる。また、居住地が集約されさらに

商業施設も集約されることから買物の際の移動距離が短

くなる。 

以上のことから、本研究では、人流について私事のう

ちの買物を、物流については、物流拠点から商業施設ま

での配送に着目する。なお、人流では、買物の際の移動

距離が短くなることで、コンパクトシティ実現前は自動

車を利用していたものが、コンパクトシティ実現後は自

転車や徒歩に転換することも想定されるが本研究では、

交通手段が転換することは考えない。 

 

(2) 効果計測対象となる施設候補 

 本研究では、コンパクトシティの実現を「人々の居住

地が集約されること」としたことから、効果計測対象と

なる施設の条件を人口密度が高まると立地が増える商業

施設であること（条件①）、商業施設間の距離が短くな

ることで貨物車の配送経路が短くなる輸送方法を採用し

ていること（条件②）とした。 

条件①に合致する商業施設としては、コンビニエンス

ストア（以下コンビニとする）、ドラッグストア、スー

パー等の日常の買い回り商品を販売する商業施設が想定

される。条件②に合致する輸送方法としては、一つの車

両で、複数の施設へ配送（集荷）する輸送方法のミルク

ラン方式がある。 

 

(3) コンパクトシティ化の基本的な考え方 

コンパクトシティ実現前は、集約対象となるエリアの

外に位置する倉庫などの物流拠点から各店舗に配送（集

荷）を行っていたとする。例えば、コンパクトシティ実

現後に、4 つのエリアの人口がある 1 つのエリアに集約

されたとする。人口が集約されたことで、4 つのエリア

にそれぞれ立地していた商業施設は、人口が集約された

エリアに集約して立地する。その結果、各商業施設間の

距離が短くなり、この４つのエリアに配送（集荷）して

いた走行距離はトータルで短くなる（図-1）。 

 

コンパクト化前 コンパクト化後

倉庫

商業施設

ミルクランによる配送経路

人口密度の増加により、
商業施設の立地が進む

１回あたりの総配送距離
が短縮する

人口の集約化

 

図-1 コンパクト化による配送経路への影響 

(4) 効果計測する項目 

コンパクトシティ実現により、物流では、倉庫などの

物流拠点から商業施設の貨物車の配送による走行距離が

減少するだけでなく、商業施設への買物の走行距離も減

少する。このことから、本研究における環境負荷削減効

果として、①商業施設への配送のための走行距離、②商

業施設への買物のための走行距離を効果計測項目として

算出する。 

 

3. 環境負荷削減効果の分析 

 

(1)  効果計測対象となる施設の設定 

a) 商業施設の立地と人口密度の関係 

前述した条件①、条件②に合致する日常の買い回り商

品を販売する商業施設として、商圏人口が少なく設定さ

れているコンビニを対象とし、人口密度とコンビニの立

地の関係を、宇都宮市を対象に分析する。ここでは、

500ｍメッシュの人口とコンビニの立地件数の関係につ

いて分析した。なお、人口データは平成 22 年国勢調査、

コンビニの立地件数は電話帳データより作成した。 

人口については、夜間人口、昼間人口、夜間人口＋昼

間人口(昼夜間人口)の 3 種類として、人口と立地件数の

相関関係を見た。その結果、人口と立地件数の関係には、

正の相関関係があった。また、立地件数ごとの平均人口

と立地件数の関係をみると、夜間人口、昼間人口、夜間

人口＋昼間人口とも、正の相関関係があった。R２（決

定係数）をみると、夜間人口＋昼間人口が R２＝0.96 と

他の人口より高い相関を示していた。 

以上のことから、コンビニは、条件①に合致する商業

施設であると考えられる（図-2）。 
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図-2 9メッシュの件数別平均人口とコンビニ立地件数の関係 

 

b) 商業施設への輸送形態 

コンビニでは、温度帯に応じて商品を一店舗に複数回

輸送している。なお本研究では、コンビニでは、セブン

イレブンを例に輸送形態を設定する。セブンイレブンで

は、物流拠点から 5つの温度帯ごとに、ミルクランの輸

送が実施されており、1店舗への納品回数は、表-1 のと

おりとなっている。 
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以上から、コンビニは条件②を満たす輸送方法である

と考えられる。 

 

表-1 セブンイレブンの輸送形態 

温度帯 1 店舗への日当たり

の納品回数 

1 車両の輸

送店舗数 

常温 1回 複数店舗 

チルド 3回 

米飯 3回 

フローズン 1回（夏場） 

本・雑誌 1回 

資料：セブン-イレブン・ジャパンのHP６）等をもとに作成 

 

(2)コンパクトシティ実現後の設定 

一般的に、コンビニの商圏人口は 3,000人とされてい

る。宇都宮市でみるとは、コンビニの件数が 195件、夜

間人口が 0人でない 500ｍメッシュが 1,794メッシュと

なっており、平均すると宇都宮市では、コンビニは約 9

メッシュに 1件あることになる。つまり、1辺が 1,500ｍ

メッシュにコンビニが 1件あることになる。 

以上のことから、本研究では、1,500ｍメッシュに、

コンビニが 1件、人口（夜間人口）が 3,000人と設定す

る。 

 

(3)分析ケースの設定 

分析においては、２ケースを設定している。人口もコ

ンビニも集約されていない（ケース１）と人口もコンビ

ニも集約されている（ケース２）の走行距離を算出する。 

なおケース１では、各メッシュの中心部にコンビニが

1店舗あり、人口も均等に分布していると仮定する。ま

た、当該メッシュに居住する住民は同一メッシュ内にあ

るコンビニを利用すると仮定する。ケース２では、集約

が進み、中心に位置するメッシュに人口とコンビニが集

約される。集約したメッシュでは、コンビニと人口が均

等に分布していると仮定する。 

（ケース１） （ケース2）

凡例： ：コンビニエンスストア

図-3 ケース設定 

 

(4) 物流拠点と配送ルートの設定 

物流拠点の位置により、上記①のコンビニへの配送の

ための走行距離は大きく変わることから、ここでは、走

行距離が最小となる【物流拠点が中心にある場合】と

【物流拠点が配送エリアの外にある場合】を設定した。 

【物流拠点が中心にある場合】は、配送ルートは、車

両が 1回の配送で全店舗をまわれるものとして、図-4

の通りとした。【物流拠点が配送エリア外の場合】は、

物流拠点が 9メッシュに隣接する 1,500ｍメッシュの中

心にあるものとして、図-5の通りとした。 

 

凡例： ：コンビニエンスストア

メッシュの色：人口密度（濃い方が人口密度が高い）

：配送ルート：物流拠点

（ケース１） （ケース2）

 

図-4 拠点と配送ルート【物流拠点が中心にある場合】 

 

（ケース１） （ケース2）

凡例： ：コンビニエンスストア

メッシュの色：人口密度（濃い方が人口密度が高い）

：配送ルート：物流拠点

 

図-5 拠点と配送ルート【物流拠点が配送エリア外の場合】 

 

(5) 買物交通の設定 

各店舗への商品の輸送回数は、9回／日（表-1）とし

た。コンビニへの買物のための走行距離の算出に当た

っては、以下の条件を設定した（表-2、図-6）。 

 

表-2 コンビニへの買物のための走行距離算出の設定 

項目 条件設定 

ケース1 ケース２ 

各メッシュの住宅からコン
ビニまでの平均距離※１ 

375ｍ 125ｍ 

一人あたりのコンビニの利
用回数 

6.2回／（人・月）※2 

メッシュあたりの人口 3000人 

（9メッシュ＝
27,000人） 

27000人 

（1メッシュ） 

※１：下図のように設定した。ケース 1、ケース２ともメッシュ内の住
民が均等に分布していると設定し、商業施設までの平均走行距
離をメッシュの１辺の長さの４分の１と設定した。 

※２：「コンビニの利用に関する調査結果報告書」2009年4月株式会社
ジーコム生活行動研究所 
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（ケース１） （ケース2）

凡例： ：コンビニエンスストア

：走行ルート
 

図-6 コンビニまでの走行距離の設定 

 

（6）効果の算出結果 

効果は、人口、コンビニともに集約していない場合

(ケース１)と人口、コンビニともに集約した場合(ケース

２)の差より算出する。なお、集計では、コンビニへの

買い物回数が月平均であることから、一か月間を対象期

間とし、効果を算出する。【物流拠点が中心にある場

合】には、人口、コンビニともに集約することにより、

配送では 2,700km、買物では 41,850km走行距離が短縮し、

全体では 44,550km短縮する（表-3）。この値はコンパ

クト化実施前から約 67％の削減となっている。【物流

拠点が配送エリア外にある場合】には、人口、コンビニ

ともに集約することにより、配送では 2,092km、買物で

は 41,850km走行距離が短縮し、全体では 43,942km短縮

する。この値はコンパクト化前から約 65％の削減とな

っている（表-4）。 

 

表-3 走行距離【物流拠点が中心にある場合】 

単位：（ｋｍ） 

項目 配送 買物 合計 

ケース1 4,050 62,775 66,825 

ケース2 1,350 20,925 22,275 

ケース1－ケース2 

（ ）合計に対する寄与率 

2,700 

(6%) 

41,850 

(94%) 

44,550 

(100%) 

 

表-4 走行距離【物流拠点が配送エリア外にある場合】 

単位:（ｋｍ） 

項目 配送 買物 合計 

ケース1 4,860 62,775 67,635 

ケース2 2,768 20,925 23,693 

ケース1－ケース2 

（ ）合計に対する寄与率 

2,092 

(5%) 

41,850 

(95%) 

43,942 

(100%) 

 

 

 

 

4. おわりに 

 

本研究では、コンパクト化をコンパクトシティの実現

を、「人々の居住地が集約されること」とし、人口及び

コンビニが集約すると定義した。その場合、貨物車の配

送による走行距離は短縮するとともに、買物の走行距離

も短縮することがわかった。物流拠点がエリアの中央に

ある場合は、買物の走行距離の寄与が、全体の走行距離

短縮の約 94%となっており、集約による効果の大部分は

買物の走行距離の短縮によるものとなっている。また、

物流拠点の立地場所によりコンパクト化の効果の大きさ

は異なり、集約化されるエリアより物流拠点が離れるほ

ど効果が小さくなる。 

本研究においては、1,500ｍの 9メッシュを用いて、コ

ンパクト化による人口、コンビニの集約をモデル化し、

効果を算出した。今後は、限定してきた条件等を見直し、

できるだけ実態に近づけるような分析をすることが必要

である。また、今後の課題としては、「人口、コンビニ

が集約した場合における交通手段の自動車から自転車、

徒歩への転換の考慮」、「コンビニ以外の商業施設の立

地の特性、貨物輸送の特性等をふまえたコンパクト化に

よる影響の把握」、「様々な集約化のパターンの設定に

よる効果算出の検討」があげられる。 
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